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◆政府 子ども・子育て新システム検討会議 

 

 

 

幼保一体化ワーキンググループ開かれる 

 
１０月１４日子ども・子育て新システム会議が開催されました。全日本私立幼稚園連合会か

らは、入谷政策委員長が出席し、別紙の内容の意見陳述を行いました。 

会議での主な雰囲気は、幼稚園・保育所の現場を混乱させるのではなく、お互いの文化の違

い、歴史的な経緯を十分に踏まえて制度設計を行い、移行に際しても現場に混乱を生じないよ

う十分な期間を設けることが必要であるという意見が主流を占めました。 

ただ、会議自体はこども園を制度設計することを前提として開催されており、今後、幼保の

問題を真剣に議論するべきという方向性が確認されました。この会議の論点が、別紙のように

示されました。 

会議の最後に、小田豊委員から、「こども園という名称が一人歩きし、全ての施設をこども園

という形態に一元化するように捉えられて現場が混乱している。教育機関の位置付けは多様な

形態が認められることに重要な意義があり、今まで築かれてきた幼稚園・保育所という形態を

できる限り維持しながら、幼児教育の視点からコアにしなければならない基準など施設の多様

性と教育の質の向上という両面を保障し議論すべきである」と発言され、委員会の多くの賛同

を得た。 

また、ＮＰＯ法人マミーズ・ネットの金山理事は、地方の実態として幼稚園に入るか保育所

に入るかを同じ目線で親が選択している実態があり、制度の違いによって補助制度に違いがあ

ることの矛盾を指摘されました。 

全国知事会は、幼児教育からの教育の重要性を述べられ、市長会・町村会も財源の問題など

を含めて慎重な議論の展開が要望されました。 

概要としては、すべての子どもに等しく公費が投入される仕組みの重要性が確認され、次回

以降に、具体的な制度の検討が始まることになりました。 

※都道府県団体におかれましては、お手数ですが本紙を加盟園へご伝達くださいますよう 

よろしくお願い申しあげます。 

※幼保一体化に関しましてご意見がありましたら全日私幼連宛にご連絡ください。 
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